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1.2  研究の構成と内容 
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1.3  研究の対象 
 本研究では地方都市を，大都市を除く人口30万人以上の都市のうち，その都市自身が地域の中核を担う都市と定


















る分析においては，1985 年から 2005 年と 1995 年から 2005 年の二つの期間を対象とし，期間の違いによる要因の
違いを示す．また，1995年から2005年の分析においては，過去の低未利用地の立地状況をふまえる． 
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2.2  低未利用地の実態把握状況とその課題 
2.2.1  国内都市における実態把握 

















表 2.1 わが国の低未利用地の実態把握に関する主な既往研究 
文献 都市数 時点 地域面積（m2） 土地利用データ 空き地 空き施設 駐車場
川名ら（1959） 1 1958 - 大阪府警察本部調査資料 - - - ●
高山（1979） - 1965, 1976, 1978 - 土地利用図，航空写真，現地調査 - ● - ●
伴丈ら（1986） 1 1975, 1986 - 地形図 - ● - -
山下（1987） 1 1964, 1982 450,000 現地調査，聞き取り調査 ● ● ● ●
酒井（1991） 1 1971, 1976, 1981, 1987 - 住宅地図 ● - - ●
山田（1992） 1 1984, 1989, 1990, 1991 - 現地調査，調査報告書 - - - ●
本橋ら（1994） 1 1993 - 現地調査 - - - ●
和田ら（1994） 1 1967, 1978, 1987 - 住宅地図 ● ● - -
堤（1996） 1 1991, 1995 7,500,000 土地取引台帳 ● ● - ●
村野ら（1997） 1 1989, 1995 3,888 住宅地図，現地調査 ● ● ● ●
李ら（1998） 1 1985, 1991, 1997 - 現地調査 - ● - ●
岡ら（1998） 1 1976, 1986, 1996 - 住宅地図 ● ● - ●
齋藤ら（1999） 3 1991, 1996 42,285,041 GIS ● ● ● ●
吉岡ら（1999） 1 1996 - 現地調査 - ● ● -
宮田ら（1999） 20 - - 現地調査，聞き取り調査 - - ● -
瀬沼ら（2000） 1 1980, 1990, 1999 - 現地調査，住宅地図 ● - - ●
樋口ら（2001） 1 1980, 1990, 2000 751,000 現地調査，住宅地図 ● - - ●
柴田ら（2001） 1 1967, 1974, 1985, 1994 - 航空写真 - ● - -
仲條ら （2002） 1 2000 720,000 現地調査 - ● ● ●
井川ら（2002） 1 1989, 2000 192,000 現地調査，住宅地図 ● ● - ●




住宅地造成事業認可台帳 - ● - -
鵤ら（2004） 1 1980, 1985, 1990, 1995 1,400,000 現地調査 ● - - ●




住宅地図 - ● ● ●
竹島ら（2004） 1 1997, 2003 MAX: 460,000
MIN: 300,000
住宅地図 ● ● ● ●
青木ら（2005） 7 2003 - 住宅地図 - ● - ●
大内ら（2005） 1 1995, 2001 - 台帳，現地調査 - ● ● ●
齋藤ら（2005） 1 2004 3,500,000 現地調査，聞き取り調査 - ● - ●
鈴木ら（2005） 1 1986, 1988, 1990, 1992, 
1993, 1996, 1998, 2000, 
2002
- 住宅地図 - - ● -
深見ら（2005） 1 2002 MAX: 344,212
MIN: 116,295
現地調査 - ● - ●
吉田ら（2005） 9 2005 MAX: 122,823
MIN: 2,975
現地調査，住宅地図，地形図 - ● - -
原田ら（2006） 1 1975, 1985, 1995, 2005 MAX: 88,000
MIN: 30,000
航空写真，住宅地図 - ● - ●
難波田（2006） 1 1984, 2003 - 住宅地図，聞き取り調査 ● ● ● ●
大貝ら（2006） 1 2005 - 固定資産税台帳 - ● - ●
片山ら（2006） 2 2005 MAX: 1090,000
MIN: 10,000
現地調査，住宅地図 - ● ● ●
石井ら（2006） 26 - MAX: 1570,000
MIN: 51,000
現地調査，住宅地図 - ● - ●
小池ら（2007） 1 2005 1,069,000 現地調査 - - - ●
小地沢ら（2007） 1 1991, 2002 3,300,000 現地調査 ● - - ●




1 1976, 1994, 1999, 2005 MAX: 452,000
MIN: 74,000
現地調査，住宅地図 - ● - -
満田ら（2009） 20 2005 MAX: 15,540,000
MIN: 1,080,000
住宅地図 - - - ●
Iwata et al. (2009) 1 1974, 1979, 1984, 1989, 
1994
- 細密数値情報 ● ● - -
大澤ら（2009） 1 1970, 1989, 2007 - 空中写真 ● ● - ●
片岸ら（2009；2010） 1 1980, 1990, 2000, 2007 MAX: 151,000
MIN: 95,000
住宅地図 ● ● ● ●
Onishi et al. (2010) 1 2002 326,450,000 GIS - ● - ●
土岐ら（2010） 1 2008 - 現地調査，住宅地図 - - - ●
梅干野ら（2010） 1 1979, 2009 34,000 現地調査，住宅地図，航空写真 - ● - ●
永山ら（2010） 1 2009 - 空中写真，住宅地図，都市計画図 - ● - ●
溝上ら（2007；2011） 1 1994-2005 住宅地図 ● - - ●
三宅ら（2012） 1 1996, 2001, 2006, 2011 239,000 現地調査，住宅地図 - ● ● ●
秋元ら（2012） 1 1978, 1988, 1999, 2008 - 住宅地図 ● ● - ●
中井ら（2012） 1 1992, 2007 111,000 現地調査，住宅地図 ● ● ● ●
小俣ら（2012） 1 2003 3,200,000 不動産物件情報，現地調査，住宅地図 ● - ● -
Oba et al. (2013) 2 2011, 2012 MAX: 5,470,000
MIN: 4,120,000














土地利用状況についても把握している．その結果，1958 年から 1987 年にかけて，中心市街地においては，駐車場
用地は他の土地利用に転用される傾向にあり，この頃の駐車場は一時的に設置されたものが多いことを示している．
また，堤13)は，長野市中心部を対象に，土地売買の生じた土地のみを取り上げ，2時点の土地利用の変化を把握し，










の市街地内の 5 地区を対象に，2 時点の地割の変容や建物立地と利用の状況を把握している．青木23)は大阪府下の



































部における建築物形態および空間利用の変化を把握し，1960 年代から 1980 年代にかけての人口減少とモータリゼ
ーションの進展による，居住空間や業務空間の駐車場への変容実態を明らかにしている．中井ら47)は，2 時点の大
阪市鶴橋地区における建造物の建替，新築や減築のあった敷地から，2007年における空き地，および空き家の分布
状況を把握している．宮田ら48)は，東京都区部内 20 区 32 商店街を対象に，空き店舗の立地状況を把握している．
和田ら49)は，東京都大田区内の住工混在地区における，空き地から工場への転換を含む，工場の立地動向を把握し
ている．Oba et al.50)は京都市の中心部を対象に1時点の屋外駐車場の立地状況を把握している． 


























年に設立されたThe Greater London Councilが1966年から1971年を対象に実施した，イギリスの広範囲における土
地利用調査を先駆けに69)，1977年には，イングランドで既に全国的な空き家の立地状況に関して調査が実施されて
いる70)．さらに，近年では，イングランドにおいてNLUD（National Land Use Database）により，ブラウンフィール
ドの立地に関する 2001 年からのデータベースが一般公開されており，また，スコットランドにおいても，SVDLS






フィールドの実態把握を目的とした研究として，たとえば，Page et al. 72)は，New YorkとTexasに分布する汚染され
たブラウンフィールドの実態を把握し，ブラウンフィールド以前と以後の土地利用状況等を2都市間で比較してい




ンフィールドの再開発について考察を加えている．Filip et al. 76)は，ルーマニアの60都市を対象に，ブラウンフィー
ルドの立地面積を求め，都市内の緑地面積と比較しており，Popescu et al. 77)は，ルーマニアのCraiova cityに分布す
るブラウンフィールドの実態を把握している．さらに，Cheng78)は，中国のShenzen内のFutian地区を対象に，古い
工場地からブランフィールドの実態把握を試みている．  
 また，近年では，地理情報システム（Geographic Information System: GIS）を用いたブラウンフィールドの立地の









 諸外国において，ブラウンフィールドを除く，空き地や空き家の実態把握としては，たとえば，Pangao et al.83)は，
アメリカの10万人以上の人口を有する都市へのアンケート調査から，空き地，および空き施設の立地面積等を把握
し，空き地については，調査結果が得られた 99 都市について都市域に対する平均割合を求めた結果，都市域の約
15%が空き地となっている実態を明らかにした．Ramesh et al.84)は，インドのUttar Pradeshに含まれるKanpurを対象
に，航空写真をもとに空き地の分布状況の把握を試み，その後の現地調査により，83%の精密度で空き地の特定が
可能であると述べている．村上ら85)は，フィリピンのケソン市内の宅地分譲地を対象に，空閑地の分布の変化を把










量等の実態を把握している．Siu et al. 93)は，カナダのCoquitlam cityの中心市街地における駐車場の供給量を把握し






較している．また，Michael et al.97)は，Kenworthy98)のデータを用いて，世界各国の44都市における，Central Business 
District（CBD）内の駐車場面積を比較し，アメリカの繁華街においては，高い税金と地価の下落への市場理論の反
応としての駐車場の発展により衰退していることから，駐車場需要の最大化よりも最小化を目指すべきであると述
べている．さらに，Davis et al.99)は，アメリカの30のZIP codeレベルの地域を対象に屋外駐車場の面積をGISと正
射写真から求め，そのデータをもとに，Illinois，Indiana，MichiganとWisconsinの四つの州のParking lot footprintsを
推計している． 













2.3  低未利用地の土地利用転換の要因に関する研究とその課題 
2.3.1  低未利用地の土地利用転換の要因 




は，1990 年から 1999 年のトロントにおけるBrownfield の再開発状況を把握した上で，この時期の再開発の要因と
して，政府の政策，市場動向と，政府と市民の都市イメージの向上への切望の三つを挙げている． 
 低未利用地の再開発の一要因である，再生事業による低未利用地から他の土地利用への転換に着目したものとし















ては，回帰モデルを用いたものがいくつかみられる．たとえば，Befort et al. 113)は，アメリカのRockingham郡とStrafford
郡を対象に，航空写真から土地利用データを構築し，重回帰分析を用いて，既開発地面積を推計するモデルを構築

















構築している．Gomben et al.122)は，アメリカのMojave Desert地区を対象に，ロジスティック回帰分析を用いた既開

































報告している．さらに Ishikawa et al.95)は，LRT駅勢圏内の土地利用変化を把握し，駅整備後の実際の空き地の減少
傾向を捉えている． 
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2.3.3  低未利用地の土地利用転換の要因分析における課題 




















2.4  低未利用地の影響に関する研究とその課題 










































 ある土地の土地利用転換は，ヘドニックアプローチ156), 157), 158)にみられるように，地価の上昇または下落と相互に
関連している159), 160)ことから，低未利用地の立地の地価への影響を考慮した研究もいくつかみられる．たとえば，







al.166)は，住宅の価値推計を共分散構造分析（Structural Equation Model; SEM）により分析し，結果から，駐車場利用




















を把握したものではないなどの課題が挙げられる．Heckert, M. et al.161)は実際の低未利用地の土地利用転換が地価に
及ぼす影響を示しているが，緑地化のみを対象としているため，その他の土地利用への転換による地価への影響は，
これまで十分に把握されていないといえる． 
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3.2  低未利用地政策の把握 
























をもとに，1985 年と 2005 年における駐車場助成制度の策定状況を整理する．対象とする中核市における駐車場助
成制度の制定状況を表 3.3 に，各時点における助成制度の制定都市数を表 3.4 にぞれぞれ示す．ただし，これらの
図表中においては，市が制定しているものを「市主体」，道府県が制定しているものを「道府県主体」として区別す









表 3.1 わが国の低未利用地政策 
国土利用計画法 都市計画法
制定年 1974 1968






















































































































郡山市 - - - - - - - - -
いわき市 - - - - - - - - -





- - ● 新規開業者の支援と空き店舗対策 2013-2018 - -


























船橋市 - - - - - - - - -
横須賀市 - - - - - - - - -



















































































都市名 中心市街地活性化基本計画 事業名 事業内容（抜粋・一部要約） 実施時期
 
 32






























































































































































空き店舗対策事業 - - ● 店舗賃借料の補助 2006-2011 ・中心市街地活性化ソフト事業
・県市事業
2007-2011






















































































































空き店舗活用支援事業 - - ● 空き店舗を活用した不足業種の誘
致に必要な改修費等に対する支援
1978 中心市街地活性化ソフト事業 2013-2017





- ● - 公共空地及び観光資源の活用に関
する検討及び社会実験の実施
2013-2015 - -












東大阪市 - - - - - - - - -
姫路市 姫路市中心市街地
活性化基本計画







































- - ● 空きビルに小規模ショップを集め
て起業家を育成
2010- - -





- - ● 空き店舗を活用した子どもと親の
活動の場づくり
2007- - -




















































































空き店舗活用事業 - - ● 空き家，空き店舗の有効活用 2010- - -
中心市街地自転車利用
計画












































- - ● 中心市街地低未利用地を有効高度
利用するための調査事業
2007-2008 - -















松山市 - - - - - - - - -
高知市 - - - - - - - - -
























































































































































































表 3.3 駐車場助成制度一覧 
市主体 道府県主体
制度名 新規※ 継続※ 廃止※ 商業※ 制度名 新規※ 継続※ 廃止※ 商業※
函館市 函館市中小企業振興条例 ● － － ● 北海道 － － － － －
函館市駐車場設置資金融資制度要綱 － － ● －
旭川市 旭川市中小企業等振興条例 ● － － ●
秋田市 - － － － － 秋田県 商店街環境整備等事業 ● － － ●
秋田県観光レクリエーション施設整備資金融資制度要綱 ● － － －
郡山市 郡山市商工業振興条例 ● － － ● 福島県 － － － － －
いわき市 － － － － －
宇都宮市 宇都宮市中小企業事業資金融資規則 ● － － ● 栃木県 － － － － －
宇都宮市中小企業共同事業補助金交付要綱 ● － － ●
川越市 川越市商店街促進補助要綱 ● － － ● 埼玉県 観光資源魅力アップ事業 ● － － －
埼玉県商店街環境整備補助金交付要綱 － － ● ●
船橋市 船橋市商店街街路灯等設置及び維持管理費補助金交付規則 ● － － ● 千葉県 千葉県モデル商店街指定事業補助金交付要綱 － － ● ●
船橋市駐車場建設資金利子補給規則 ● － － －
横須賀市 横須賀市商店街共同設置補助金交付要綱 ● － － ● 神奈川県 補助金交付等に関する規則 － ● － ●
神奈川県商店街施設整備事業費補助金交付要綱
相模原市 相模原市商店街近代化事業補助金交付要綱 － ● － ●
（商店街共同駐車場整備維持補助金交付要綱）
相模原市民間自動車駐車場整備補助金交付要綱 ● － － －
相模原市民間自動車整備資金利子補給金交付要綱 ● － － －
相模原市商業地形成事業補助金交付要綱 ● － － ●
新潟市 新潟市駐車場建設奨励条例 － ● － － 新潟県 － － － － －
（新潟市駐車場設計奨励条例）
富山市 富山市駐車場設置補助金交付要綱 － ● － － 富山県 － － － － －
富山市商工業振興条例 ● － － ● － － － － －
金沢市 金沢市商店街共同施設設置費補助金交付要綱 － ● － ● 石川県 － － － － －
金沢市における伝統環境の保全及び美しい景観の形成に関する条例 ● － － －
長野市 商店街環境整備事業補助金交付要綱 ● － － ● 長野県 商店街環境整備事業補助金交付要綱 － － ● ●
長野市商工業振興条例 － ● － ●
岐阜市 岐阜市駐車場助成条例 ● － － － 岐阜県 － － － － －
浜松市 - － － － － 静岡県 いきいき商店街づくり事業費補助金交付要綱 ● － － ●
静岡市商店街環境整備事業補助金交付要綱 ● － － ●
豊橋市 豊橋市駐車場建設補助金交付要綱 ● － － － 愛知県 商業団体等事業費補助金交付要綱 ● － － ●
岡崎市 岡崎市商工団体共同施設設置費補助金交付規定 ● － － ●
岡崎市商業団体共同駐車場借地料等補助金交付規定 ● － － ●
岡崎市商業団体共同駐車場用地取得資金金利補給補助金交付規定 ● － － ●
岡崎市市税条例 ● － － －
豊田市 豊田市中小企業団体等事業費補助金交付要綱 ● － － ●
堺市 - － － － － 大阪府 大阪府民間駐車場整備促進事業補助金交付要綱 ● － － －
高槻市 高槻市民営駐車場整備助成要綱 ● － － －
東大阪市 東大阪市民間駐車場整備利子補給 ● － － －
東大阪市民間駐車場整備助成要綱（2001年10月15日　廃止） － － - －
姫路市 姫路市民間駐車場補助交付要綱 ● － － － 兵庫県 － － － － －
奈良市 奈良市中小企業振興補助金交付要綱 ● － － ● 奈良県 奈良県商店街等活性事業補助金交付要綱 ● － － ●
和歌山市 - － － － － 和歌山県 和歌山県商店街等リニューアル － ● － ●
（和歌山県商業振興協同施設補助規則）
岡山市 岡山市民間駐車場建設補助金交付要綱 ● － － － 岡山県 － － － － －
岡山市駐車場建設奨励条例 － － ● －
倉敷市 - － － － －
福山市 福山市中心企業振興条例 ● － － ● 広島県 － － － － －
下関市 下関市民間公共駐車場設置奨励条例 － ● － － 山口県 － － － － －
高松市 高松市中小企業振興条例 － ● － ● 香川県 － － － － －
高松市民間駐車場整備助成金交付要綱 ● － － － － － － － －
松山市 - － － － － 愛媛県 － － － － －
高知市 - － － － － 高知県 － － － － －
長崎市 - － － － － 長崎県 － － － － －
熊本市 熊本市中小企業振興助成条例，同条例施行規則 ● － － ● 熊本県 － － － － －
熊本市商店街共同施設補助金交付要綱 ● － － ●
大分市 大分市中小企業団体高度化施設助成金交付要綱 － ● － ● 大分県 － － － － －
（大分市中小企業振興条例）
宮崎市 宮崎市商店街等共同施設設置補助要綱 ● － － ● 宮崎県 宮崎県中小企業融資制度要綱 ● － － ●
鹿児島市 鹿児島市中小企業振興条例 ● － － ● 鹿児島県 － － － － －
鹿児島市中小企業振興条例施行規則
鹿児島市中小企業振興条例施行規則取扱要綱










3.3  データベースの構築と低未利用地の実態把握 
























図 3.1 各時点の助成制度制定都市数 
 





1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
秋田市 1,190,000 - - - - - - - - - - - - ● - - ● - - - - -
富山市（2） 4,360,000 ● - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - -
金沢市 8,600,000 - - - - - ● - ● - - ● - - - - - - - - - -
金沢市（2） 8,600,000 - - - - - - - - - ● - - - - ● - - - - ● -
豊田市 1,960,000 - - - - - ● - - - - - ● - - - - - - - - -
豊田市（2） 1,960,000 - - - - - ● - - - - - ● - - - - - - - ● -
高槻市 1,500,000 ● - - - - - - - - - - - - ● - - - - - - -
和歌山市 1,860,000 - - - - - - - - - - - - ● - - - - - - - -
大分市 1,450,000 - - - ● - - - - ● - - - - - - ● - - - - -
大分市（2） 1,450,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -






3.3.2  従来の土地利用データの特性 
 近年では，GISの普及によって，土地利用に関するデータもGISベースのデータが容易に構築されるようになっ
た11)．また，これまでの土地利用データが平面的土地利用のみを対象としていたことに対し，建造物の階層を含む





1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - ● - ● - ● - ● - -
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - ● - - -
旭川市 3,820,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
秋田市 1,190,000 - - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - -
川越市 2,331,000 ● - - - - - - - - - ● - - - - - - - - - -
新潟市 2,610,000 - - - - - - - ● - - - - - ● ● - - - - - -
富山市 4,360,000 ● - - - - - - - - - ● - ● - - - - - - - -
長野市 2,000,000 - - - - - - - - - - - - ● - - - - - - - -
長野市（2） 2,000,000 - - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - -
岐阜市 1,700,000 - - - - - ● - - - - - - ● - - - - - - - -
岐阜市（2） 1,700,000 - - - - - ● - - - - - - ● - - - - - - - -
浜松市 3,100,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
豊橋市 2,300,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
姫路市 2,100,000 - - - - - - - - - - - - - - - - ● - - - -
奈良市 2,890,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
和歌山市 1,860,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
倉敷市 1,750,000 - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - - -
高松市 2,500,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
高松市（2） 2,500,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
大分市（2） 1,450,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - ●
宮崎市 1,620,000 - - ● - - - ● - - - - - ● - - - - - - - -
宮崎市 1,620,000 - - - ● - - - - - - - - - - - - - - - - -
鹿児島市 2,820,000 - - - - - - ● - - - - - - - ● - - - - - -
鹿児島市（2） 3,680,000 - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - ● -
（2）：第2期基本計画，●：調査実施，-：調査なし
 





1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - ● - ● - ● - ● - -
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - ● - - -
岐阜市 1,700,000 - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - - -
岐阜市（2） 1,700,000 - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - -
下関市 2,150,000 - - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - -
（2）：第2期基本計画，●：調査実施，-：調査なし
 





1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - ● - ● - ● - ● - -
函館市 480,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - ● - - -
旭川市 3,820,000 - - - - - - - - - - ● - ● - ● - - - - ● -
秋田市 1,190,000 - - - - - - - - - - - ● ● ● ● ● - - - - -
川越市 2,331,000 - - - - - ● - - - - - - - - - ● - - - - -
新潟市 2,610,000 - - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● - - - - - -
富山市 4,360,000 - - - - - - - - - - - - ● ● ● - - - - - -
富山市（2） 4,360,000 - - - - - - - - - - - - - - - - - ● ● ● -
長野市 2,000,000 - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● - - - - - -
長野市（2） 2,000,000 - - - - - - - - - ● ● ● ● - - ● - ● ● ● -
岐阜市 1,700,000 - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - - -
岐阜市 1,700,000 - ● - - - - ● - - - - ● - - - - - - - - -
岐阜市（2） 1,700,000 - ● - - - - ● - - - - ● - - - - ● - - - -
岐阜市（2） 1,700,000 - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - -
豊橋市 2,300,000 - - - - - - - - - - - ● - - - - ● - - - -
豊田市 1,960,000 - - - - - - - - - - - ● - - ● - - - - - -
豊田市（2） 1,960,000 - - - - - - - - - - - ● - - ● - ● - ● - -
姫路市 2,100,000 - - - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● - - -
奈良市 2,890,000 - - - - - - - - - - - - - - ● - - - - - -
和歌山市 1,860,000 - - - - - - - - - - ● - - ● - ● - - - - -
倉敷市 1,750,000 - - - - - - - - ● - - - - ● - - - - - - -
下関市 2,150,000 - - - - - - - - - - - - - - ● ● ● - - - -
高松市 2,500,000 - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - - - - -
高松市（2） 2,500,000 - - - - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
熊本市 4,150,000 - - - - - - - - - - - ● ● ● ● - - - - - -
熊本市（2） 4,150,000 - - - - - - - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● -
大分市 1,450,000 - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - - -
大分市（2） 1,450,000 - - - - - - - - - - - - - - - - ● ● ● ● ●
宮崎市 1,620,000 - - - - - - - - - - - ● ● ● ● - - - - - -
鹿児島市 2,820,000 - - - - - - - - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - -


































































































































図 3.2 (3) 秋田市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (6) 宇都宮市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (9) 横須賀市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (12) 富山市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (15) 岐阜市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (18) 岡崎市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (21) 高槻市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (24) 奈良市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (27) 倉敷市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (30) 高松市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (33) 長崎市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (36) 宮崎市都市中心部の土地利用 
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図 3.2 (37) 鹿児島市都市中心部の土地利用 
 
3.3.4  低未利用地面積変化の全体傾向の把握 






3.3.5  区画規模に着目した変化 












1985 1995 2005 1985 1995 2005
駐車場用地 その他低未利用地
総面積（1,000m2）








3.3.6  都市別の低未利用地面積の変化 
 つづいて，都市別の低未利用地の総面積変化を図 3.5に示す． 
 都市別の駐車場用地の変化に着目すると，船橋市や豊田市においては，駐車場用地面積が1985年から1995年，
1995 年から 2005 年の両方の期間で減少している．しかし，1985 年から 2005 年にかけて，37 都市の内，船橋市，
岐阜市，浜松市，豊田市，福山市を除く32都市で都市中心部の駐車場用地面積は増加している．一方，その他低未
利用地面積については，郡山市，富山市，長野市，岐阜市，堺市，高槻市，東大阪市，岡山市の8都市において，







































































































































































図 3.5 都市別低未利用地面積の変化（左：駐車場用地，右：その他の低未利用地） 
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ている．NLUD は 1998 年に設立され，2001 年にブラウンフィールドの定義の一新がなされ，それ以来，年次ごと
にデータベースの提供がされている．一方，SVDLS は，NLUD よりも長期かつ，ブラウンフィールドの消失と発
生についてより正確なデータが提供されている 15)． 
















れらの土地の開発のために，VDLF（Vacant and Derelict Land Fund）と呼ばれる，各地方自治体への資金提供を政策
に取り入れた23)． 










消失が生じた26)．2008 年時点の人口は 584,240 人と，日本の中核市程度の人口を有しているものの，それ以前の人
口の減少は大きく，1951 年時点では，1,089555 人の人口を有しており27)，わずか半世紀の期間に 500,000 人近くの
人口が流出し，英国で最も社会問題や環境問題が深刻な都市となった28)．その結果，中心部は縮小し，過去に中心
部であった地域には，空きビルや，放棄地内の駐車場用地，放棄地，空き地が残された 26)． 






3.4.3  日英の都市中心部の低未利用地分布量の比較 
 日英の低未利用地面積の比較の前提として，グラスゴーにおける都市中心部の定義と，用いた低未利用地データ
について述べる． 
 グラスゴーにおける都市中心部の中心点をCity Hallとし，中核市の都市中心部との比較を可能とするため，City  
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次に，1985 年から 2005 年にかけて土地利用構成の変化をみると，大きく構成割合が変化した都市はみられないこ
とから，都市中心部の土地利用構成を大きく変えてしまうほどの都市開発等は実施されてこなかったと考えられる． 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業務用地 公共サービス用地 駐車場用地 その他低未利用地
 
図 3.9 (2) 各都市の土地利用構成 
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4. 低未利用地面積変化の要因分析 














4.2  用途地域指定と低未利用地面積変化との関係 








































































































の結果，近隣商業地域との相関係数，および 1985 年から 2005 年における住宅用地との相関係数は，すべて 5％で
有意な結果となった． 
4.3  鉄軌道駅からの距離帯に着目した低未利用地の変化 































上の距離帯の純増値が大きく，その他低未利用地については，0-200m の距離帯の方が 200m 以上の距離帯に比べ，
変化している面積が大きいことから，1995 年から 2005 年に，駅周辺の地域において，その他低未利用地の開発が
進んだと考えられる．ただし，距離帯別の平均値の差は，t検定の結果，駐車場用地の平均純増値において5%で有
意な結果(p=0.045)がみられたものの，その他低未利用地については，有意な差異とはならなかった． 
4.3.2  駅勢圏面積割合に着目した低未利用地面積の変化 










 分類した都市群ごとに，1985 年，1995 年，2005 年における都市中心部の駐車場用地面積の平均値を求めた結果





表 4.2 (1) 駅勢圏カバー率に基づく都市分類（駅勢圏カバー率が高い都市） 
駅勢圏カバー率：高
鉄軌道駅から200mの圏域の占める割合が0.16を超える：23都市
函館市 郡山市 川越市 船橋市 新潟市
富山市 長野市 岐阜市 浜松市 豊橋市
豊田市 高槻市 東大阪市 姫路市 和歌山市
岡山市 倉敷市 福山市 松山市 高知市
長崎市 熊本市 鹿児島市  
 
表 4.2 (2) 駅勢圏カバー率に基づく都市分類（駅勢圏カバー率が低い都市） 
駅勢圏カバー率：低
鉄軌道駅から200mの圏域の占める割合が0.16以下：14都市
旭川市 秋田市 いわき市 宇都宮市 横須賀市
相模原市 金沢市 岡崎市 堺市 奈良市


















































の他低未利用地についても，1985 年から 2005 年においては，駅勢圏カバー率が高い都市の方が，駅勢圏カバー率
が低い都市に比べ，その他低未利用地面積の減少幅が大きいことを示した． 


















1 1 2 2 0k ky x x xβ β β β ε= + + + + +L  (4-1)
 
 y : 低未利用地面積の純増値 
 xk : k番目の説明変数（k = 1, 2, …, N） 
 β0 : 定数項 
 βk : k番目の回帰係数（k = 1, 2, …, N） 
 ε : 誤差項 
 
 変数選択は変数減少法により，説明力の低い変数をパラメータ推定の過程で除外した．低未利用地面積変化の要














































































面積が増加している．一方，1985 年から 2005 年の小売業年間商品販売額の純増値は負の係数を示す．都市中心部
において低未利用地が増加している都市は，商業活動の衰退がみられ6)，商業活動の衰退と並行して，その他低未利
表 4.5 低未利用地の面積変化要因分析の結果（1985年から2005年） 
説明変数 非標準化係数 標準化係数 t値 P値 非標準化係数 標準化係数 t値 P値
社会経済特性
　　年間商品販売額（1985） - 0.004 0.428 3.435 0.002
　　年間商品販売額の純増値（1985-2005） - -0.005 -0.362 -3.050 0.005
　　郊外大型小売店舗床面積（1985） - 0.123 0.341 2.521 0.017
鉄軌道駅整備状況
　　駅勢圏面積割合 - -18708.860 -0.243 -1.903 0.067
用途地域特性
　　中高層住居専用地域面積 -0.137 -0.379 -2.627 0.013 -0.123 -0.534 -3.571 0.001
低未利用地の空間分布特性
　　駐車場用地最近隣距離（1985） 1860.660 0.656 4.540 0.000 NA
　　その他低未利用地最近隣距離（1985） NA 540.170 0.781 5.034 0.000








-：除外された変数，NA：不適用，有意性判定；** : p < 0.5, - : p > 0.05
 
表 4.6 低未利用地の面積変化要因分析の結果（1995年から2005年） 
説明変数 非標準化係数 標準化係数 t値 P値 非標準化係数 標準化係数 t値 P値
社会経済特性
　　年間商品販売額の純増値（1985-1995） 0.006 0.297 2.054 0.049 -
　　年間商品販売額の純増値（1995-2005） - -0.005 -0.165 -2.004 0.053
　　人口（1995） -1.504 -0.258 -1.839 0.076 -
　　人口の純増値（1995-2005） -7.373 -0.309 -2.234 0.033 -
　　公示地価の純増値（1985-1995） -0.012 -0.368 -2.721 0.011 -
用途地域特性
　　準工業地域面積 0.234 0.383 3.044 0.005 -
　　住居地域面積 0.028 0.238 1.712 0.098 -
低未利用地の空間分布特性
　　駐車場用地最近隣距離（1995） 238.351 0.451 3.558 0.001 NA
1985年の低未利用地面積
　　その他低未利用地面積（1985） - -0.695 -0.550 -6.316 0.000
　　駐車場用地面積の純増値（1985-1995） - NA
　　その他低未利用地面積の純増値（1985-1995） NA -0.951 -0.917 -10.996 0.000








-：除外された変数，NA：不適用，有意性判定；** : p < 0.5, - : p > 0.05
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用地が都市中心部で増加したと考えられる．上述の 1985 年の小売業年間販売額との関連をみると，1985 年の小売
業年間商品販売額と1985年から2005年の小売業年間商品販売額の純増値との相関係数は-0.33と弱い負の相関関係




















積が正の係数を示す．上述のとおり，これらの用途地域の指定面積と，1995 年から 2005 年の駐車場用地面積の変
















家化が交互に繰り返されていると考えられる．また，その他の指標としては，1995 年から 2005 年の小売業年間商
品販売額が負の係数を示す．1985 年から 2005 年の結果と同様に，商業活動の低迷と同時にその他低未利用地面積
が都市中心部で増加していると考えられる． 
 72




















状況については，都市中心部における駅から 200m 圏域の割合が高い都市では，1985 年から 2005 年のその他低未
利用地面積が減少傾向を示すことから，都市中心部に鉄軌道駅が整備されていることの重要性を述べた．また，用
途地域については，準工業地域や住居地域の指定面積が，1995 年から 2005 年において，駐車場用地面積の増加と
正の相関関係にある一方で，1985 年から 2005 年の結果より，中高層住居専用地域の指定が都市中心部の低未利用
地の減少に正の影響を与えていることを示した． 
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5.2  低未利用地への転換傾向の把握 
5.2.1  低未利用地への転換実態 
 対象都市中心部における，低未利用地への転換の実態として，1985年から2005年の期間について，1985年時点

























































































図 5.2 駅勢圏カバー率に着目した都市分類別の 
業務用地から低未利用地への転換面積 
（1985年から2005年） 














 ACCij : ある用途iから用途jへの近接性 
 Ajk : 用途jの区画kの面積 





































図 5.4 業務用地から低未利用地への転換別の 
近接性指標（1985年から2005年） 




















として，業務用地の近接性と駐車場用地の近接性を求めた結果を図 5.6と図 5.7にそれぞれ示す． 


























図 5.6 住宅用地から低未利用地への転換別の 
近接性指標（1985年から2005年） 

























5.3  低未利用地への転換要因分析 
 前節より，ある土地の低未利用地への転換は，鉄軌道の整備状況によって低未利用地へ転換している面積が異な
ることや，業務用地，駐車場用地の利便性によっても異なることを示した．そこで本節では，1985 年から 2005 年
と1995年から2005年の二つの期間における業務用地，および住宅用地から低未利用地への転換要因をそれぞれ分
析する． 
5.3.1  業務用地からの転換 






























 P : 土地利用転換が生じる確率 
 xl : l番目の説明変数（l = 1, 2, …, k） 
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 β0 : 定数項 
 βl : l番目の回帰係数（l = 1, 2, …, k） 









L P Pδ δ−
=
= −∏  (5-3)
 
 L : 尤度 
 Pi : 地点 iの土地利用転換が生じる確率（i = 1, 2, …, N） 
 δi : 土地利用転換が生じた場合1，そうでなけば0となる変数 
 
 業務用地から低未利用地への転換要因分析に用いた指標を表 5.1に示す．ただし，1985年の土地利用に関するダ

























































表 5.2 業務用地から低未利用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
業務用地から駐車場用地への転換 業務用地からその他低未利用地への転換
　1985年から2005年 　1985年から2005年
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 2.261×10 -3 0.000 1.002 2.303×10 -3 0.000 1.002
　　鉄軌道駅までの距離 5.142×10 -4 0.000 1.001 -
　　業務用地近接性 -1.532×10 -3 0.000 0.998 -4.912×10 -3 0.000 0.995
　　駐車場用地近接性 1.067×10 -2 0.000 1.011 8.349×10 -3 0.000 1.008
用途地域特性
　　準工業地域 5.968×10 -1 0.025 1.816 1.658 0.000 5.250
　　住居地域 1.921×10 -1 0.033 1.212 4.216×10 -1 0.011 1.524
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 6.867×10 -3 0.000 1.007 -
　　業務用地隣地面積割合 -5.784×10 -3 0.000 0.994 -5.455×10 -3 0.000 0.995
　　駐車場用地隣地面積割合 7.218×10 -3 0.000 1.007 -
　　その他低未利用地隣地面積割合 6.361×10 -3 0.000 1.006 -
定数項 -2.963 0.052 -3.326 0.036
サンプル数 46,730 42,253
転換したサンプル数 5,257 780
Cox-Snell R2 0.047 0.011
Nagelkerke R2 0.092 0.067
Hosmer&Lemeshow test ** -
Omunibus test ** **
正分類パーセント 88.701 98.154









 つづいて，1995年から2005年を対象とした，業務用地から低未利用地への転換要因分析の結果を表 5.3に示す． 
 寄与率は，駐車場用地への転換要因分析とその他低未利用地への転換要因分析のどちらも，1985 年から 2005 年
の結果と同様に低い結果となり，特に，その他低未利用地への転換における寄与率が小さい．正分類パーセントに
関しても，1985 年から 2005 年の結果と同様に，駐車場用地への転換においては高い数値を示しているが，その他
低未利用地への転換においては，正分類パーセントの値は高いものの，土地利用転換したサンプルの的中率は0で
あり，1995 年から 2005 年の期間においても，その他低未利用地への転換は区画単位の要因による説明が困難であ
るといえる．他の適合度指標について，Omnibus 検定の結果はどちらも有意であり，選択された変数の有意性はす
べて確保されている． 
 各変数の推計結果をみると，まず，空間特性に関する指標の係数の符号は，1985 年から 2005 年の結果と同一で




表 5.3 業務用地から低未利用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 8.888×10 -4 0.000 1.001 1.688×10 -3 0.000 1.002
　　鉄軌道駅までの距離 5.860×10 -4 0.000 1.001 -
　　業務用地近接性 -3.193×10 -3 0.000 0.997 -2.268×10 -3 0.000 0.998
　　駐車場用地近接性 5.908×10 -3 0.000 1.006 -
用途地域特性
　　近隣商業地域 - 3.398×10 -1 0.031 1.405
　　準工業地域 - 1.172 0.002 3.228
　　住居地域 - 4.584×10 -1 0.014 1.582
立地特性
　　業務用地隣地面積割合 -7.670×10 -3 0.000 0.992 -9.698×10 -3 0.000 0.990
　　駐車場用地隣地面積割合 1.128×10 -2 0.000 1.011 -
　　その他低未利用地隣地面積割合 3.803×10 -3 0.089 1.004 -
1985年の土地利用
　　業務用地（1985） 1.746×10 -1 0.000 1.191 -
　　駐車場用地（1985） 4.294×10 -1 0.000 1.536 4.184×10 -1 0.003 1.520
　　その他低未利用地（1985） - 4.099×10 -1 0.012 1.507
定数項 -2.147 0.117 -3.381 0.034
サンプル数 40,049 37,467
転換したサンプル数 3,163 581
Cox-Snell R2 0.044 0.007
Nagelkerke R2 0.103 0.046
Hosmer&Lemeshow test ** **






-：除外された変数，NA：不適用，有意性判定；** : p < 0.5, - : p > 0.05
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 つづいて，1995年から2005年を対象とした，住宅用地から低未利用地への転換要因分析の結果を表 5.6に示す． 
 1995年から2005年の結果においても，1985年から2005年を対象とした分析結果と同様に，寄与率はどちらの結






表 5.5 住宅用地から低未利用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 3.763×10 -4 0.032 1.000 -
　　業務用地近接性 2.509×10 -3 0.000 1.003 -
　　駐車場用地近接性 9.063×10 -3 0.000 1.009 1.282×10 -2 0.000 1.013
用途地域特性
　　近隣商業地域 -2.492×10 -1 0.000 0.779 -
　　住居地域 -3.106×10 -1 0.000 0.733 -2.809×10 -1 0.002 0.755
　　中高層住居専用地域 -8.196×10 -1 0.000 0.441 -
　　低層住居専用地域 -4.159×10 -1 0.022 0.660 -
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -3.450×10 -3 0.000 0.997 -6.045×10 -3 0.000 0.994
　　業務用地隣地面積割合 1.877×10 -3 0.061 1.002 -
　　駐車場用地隣地面積割合 7.576×10 -3 0.000 1.008 -8.912×10 -3 0.000 0.991
　　その他低未利用地隣地面積割合 6.225×10 -3 0.000 1.006 -
定数項 -2.774 0.062 -3.733 0.024
サンプル数 31,777 28,077
転換したサンプル数 4,555 855
Cox-Snell R2 0.050 0.006
Nagelkerke R2 0.089 0.026
Hosmer&Lemeshow test ** **

























表 5.6 住宅用地から低未利用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　鉄軌道駅までの距離 1.411×10 -4 0.083 1.000 2.964×10 -4 0.054 1.000
　　業務用地近接性 1.860×10 -3 0.000 1.002 1.566×10 -3 0.021 1.002
　　駐車場用地近接性 6.298×10 -3 0.000 1.006 -3.988×10 -3 0.002 0.996
用途地域特性
　　近隣商業地域 -3.268×10 -1 0.000 0.721 -
　　住居地域 -2.060×10 -1 0.001 0.814 -3.921×10 -1 0.000 0.676
　　中高層住居専用地域 -9.408×10 -1 0.000 0.390 -5.098×10 -1 0.006 0.601
　　低層住居専用地域 -6.519×10 -1 0.008 0.521 -
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -3.634×10 -3 0.000 0.996 -
　　業務用地隣地面積割合 - 5.287×10 -3 0.006 1.005
　　駐車場用地隣地面積割合 1.164×10 -2 0.000 1.012 -
　　その他低未利用地隣地面積割合 6.357×10 -3 0.004 1.006 1.793×10 -2 0.000 1.018
1985年の土地利用
　　住宅用地（1985） 1.563×10 -1 0.001 1.169 2.265×10 -1 0.011 1.254
　　駐車場用地（1985） 4.095×10 -1 0.000 1.506 3.947×10 -1 0.007 1.484
　　その他低未利用地（1985） 2.369×10 -1 0.006 1.267 4.586×10 -1 0.002 1.582
定数項 -3.057 0.047 -3.948 0.019
サンプル数 27,480 25,457
転換したサンプル数 2,672 656
Cox-Snell R2 0.042 0.005
Nagelkerke R2 0.088 0.023
Hosmer&Lemeshow test ** **















ことを示した．さらに，前節より，1985 年から 2005 年と 1995 年から 2005 年のどちらの期間においても，業務用
地から駐車用用地への転換要因として，各土地から鉄軌道駅までの距離が影響を与えていることを明らかにした． 






5.4.1  業務用地から駐車場用地への転換要因の比較 











































表 5.7 駅勢圏カバー率に着目した業務用地から駐車場用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 2.691×10 -3 0.000 1.003 1.702×10 -3 0.000 1.002
　　鉄軌道駅までの距離 8.363×10 -4 0.000 1.001 -
　　業務用地近接性 -1.421×10 -3 0.000 0.999 -1.629×10 -3 0.000 0.998
　　駐車場用地近接性 1.099×10 -2 0.000 1.011 1.206×10 -2 0.000 1.012
用途地域特性
　　準工業地域 8.881×10 -1 0.013 2.431 -
　　住居地域 2.414×10 -1 0.033 1.273 -
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 7.362×10 -3 0.000 1.007 6.061×10 -3 0.000 1.006
　　業務用地隣地面積割合 -5.716×10 -3 0.000 0.994 -6.957×10 -3 0.000 0.993
　　駐車場用地隣地面積割合 6.575×10 -3 0.000 1.007 6.620×10 -3 0.000 1.007
　　その他低未利用地隣地面積割合 - 1.387×10 -2 0.000 1.014
定数項 -3.305 0.037 -2.371 0.093
サンプル数 30,551 16,179
転換したサンプル数 3,160 2,097
Cox-Snell R2 0.050 0.043
Nagelkerke R2 0.104 0.079
Hosmer&Lemeshow test ** **




-：除外された変数，NA：不適用，有意性判定；** : p < 0.5, - : p > 0.05
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表 5.8 駅勢圏カバー率に着目した業務用地から駐車場用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 1.763×10 -3 0.000 1.002 -
　　鉄軌道駅までの距離 - 5.130×10 -4 0.000 1.001
　　業務用地近接性 -3.025×10 -3 0.000 0.997 -3.587×10 -3 0.000 0.996
　　駐車場用地近接性 9.399×10 -3 0.000 1.009 4.352×10 -3 0.000 1.004
用途地域特性
　　近隣商業地域 -1.824×10 -1 0.096 0.833 -
　　住居地域 - -3.521×10 -1 0.059 0.703
立地特性
　　業務用地隣地面積割合 -8.576×10 -3 0.000 0.991 -7.829×10 -3 0.000 0.992
　　駐車場用地隣地面積割合 8.412×10 -3 0.000 1.008 1.194×10 -2 0.000 1.012
1985年の土地利用
　　業務用地（1985） 2.533×10 -1 0.000 1.288 -
　　駐車場用地（1985） 3.676×10 -1 0.000 1.444 5.305×10 -1 0.000 1.700
定数項 -2.576 0.076 -1.427 0.240
サンプル数 26,285 13,764
転換したサンプル数 1,828 1,335
Cox-Snell R2 0.042 0.043
Nagelkerke R2 0.107 0.090
Hosmer&Lemeshow test ** **

























表 5.9 駅勢圏カバー率に着目した住宅用地から駐車場用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 - 1.877×10 -3 0.000 1.002
　　鉄軌道駅までの距離 -4.072×10 -4 0.007 1.000 -
　　業務用地近接性 1.881×10 -3 0.000 1.002 3.554×10 -3 0.000 1.004
　　駐車場用地近接性 7.402×10 -3 0.000 1.007 1.177×10 -2 0.000 1.012
用途地域特性
　　近隣商業地域 -4.196×10 -1 0.000 0.657 -
　　準工業地域 5.833×10 -1 0.004 1.792 -5.276×10 -1 0.035 0.590
　　住居地域 -5.133×10 -1 0.000 0.598 -
　　中高層住居専用地域 -8.210×10 -1 0.000 0.440 -5.216×10 -1 0.000 0.594
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -4.310×10 -3 0.000 0.996 -2.973×10 -3 0.034 0.997
　　業務用地隣地面積割合 -2.584×10 -3 0.038 0.997 1.029×10 -2 0.000 1.010
　　駐車場用地隣地面積割合 4.523×10 -3 0.001 1.005 1.354×10 -2 0.000 1.014
　　その他低未利用地隣地面積割合 3.202×10 -3 0.071 1.003 1.310×10 -2 0.000 1.013
定数項 -2.002 0.135 -4.154 0.016
サンプル数 20,647 11,130
転換したサンプル数 3,126 1,429
Cox-Snell R2 0.042 0.075
Nagelkerke R2 0.074 0.141
Hosmer&Lemeshow test ** **





















表 5.10 駅勢圏カバー率に着目した住宅用地から駐車場用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 - 8.691×10 -4 0.037 1.001
　　鉄軌道駅までの距離 -1.170×10 -3 0.000 0.999 4.433×10 -4 0.000 1.000
　　業務用地近接性 - 4.463×10 -3 0.000 1.004
　　駐車場用地近接性 1.135×10 -2 0.000 1.011 -
用途地域特性
　　近隣商業地域 -3.978×10 -1 0.000 0.672 -2.913×10 -1 0.041 0.747
　　準工業地域 - -5.382×10 -1 0.110 0.584
　　住居地域 -2.620×10 -1 0.000 0.770 -
　　中高層住居専用地域 -8.638×10 -1 0.000 0.422 -7.981×10 -1 0.000 0.450
　　低層住居専用地域 - -4.514×10 -1 0.079 0.637
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 - -7.249×10 -3 0.000 0.993
　　業務用地隣地面積割合 2.485×10 -3 0.040 1.002 -
　　駐車場用地隣地面積割合 1.142×10 -2 0.000 1.011 1.443×10 -2 0.000 1.015
　　その他低未利用地隣地面積割合 9.022×10 -3 0.000 1.009 -
1985年の土地利用
　　住宅用地（1985） 2.353×10 -1 0.000 1.265 -
　　駐車場用地（1985） 1.915×10 -1 0.045 1.211 7.856×10 -1 0.000 2.194
　　その他低未利用地（1985） - 4.794×10 -1 0.002 1.615
定数項 -2.834 0.059 -3.566 0.028
サンプル数 17,472 10,008
転換したサンプル数 1,764 910
Cox-Snell R2 0.039 0.059
Nagelkerke R2 0.082 0.128
Hosmer&Lemeshow test ** **










































































































6.2  低未利用地からの転換傾向の把握 
6.2.1  低未利用地からの転換実態 
 低未利用地からの転換要因を分析する前提として，ここでは，低未利用地からの転換傾向を把握する．1985年か
ら 2005 年の期間に着目し，2005 年時点の土地利用別に低未利用地からの転換面積を図 6.1 に示す．ただし，本項

























による低未利用地からの転換傾向の差異を明らかにする．まず，1985 年から 2005 年の低未利用地から業務用地へ
転換した面積の平均値を駅勢圏カバー率に基づく都市分類ごとに，図 6.2 に示し，低未利用地から住宅用地への転
 


























































図 6.2 駅勢圏カバー率に着目した都市分類別の 
低未利用地から業務用地への転換面積 
（1985年から2005年） 














































図 6.4 低未利用地から業務用地への転換別の 
近接性指標（1985年から2005年） 














6.3.1  業務用地への転換 
 低未利用地から業務用地への転換要因分析として，1985年または，1995年時点の低未利用地である区画を対象と


























図 6.6 低未利用地から住宅用地への転換別の 
近接性指標（1985年から2005年） 


























表 6.1 低未利用地から業務用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
低未利用地から業務用地への転換
　1985年から2005年
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 -1.148×10 -3 0.000 0.999
　　鉄軌道駅までの距離 -7.810×10 -4 0.000 0.999
　　業務用地近接性 2.261×10 -3 0.000 1.002
用途地域特性
　　近隣商業地域 -1.719×10 -1 0.047 0.842
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -4.538×10 -3 0.001 0.995
　　業務用地隣地面積割合 1.094×10 -2 0.000 1.011
　　駐車場用地隣地面積割合 -8.860×10 -3 0.000 0.991
　　その他低未利用地隣地面積割合 3.048×10 -2 0.000 1.031




















1985 年から 2005 年の結果と同様に，空間特性における，近接性は，業務用地の近接性のみ有意な結果となり，係









表 6.2 低未利用地から業務用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
低未利用地から業務用地への転換
　1995年から2005年
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 -4.204×10 -4 0.078 1.000
　　鉄軌道駅までの距離 -4.712×10 -4 0.000 1.000
　　業務用地近接性 3.312×10 -3 0.000 1.003
用途地域特性
　　近隣商業地域 -5.486×10 -1 0.000 0.578
　　住居地域 -3.354×10 -1 0.003 0.715
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -6.045×10 -3 0.000 0.994
　　業務用地隣地面積割合 1.354×10 -2 0.000 1.014
　　駐車場用地隣地面積割合 -6.295×10 -3 0.000 0.994
　　その他低未利用地隣地面積割合 2.769×10 -2 0.000 1.028
1985年の土地利用
　　業務用地（1985） 2.470×10 -1 0.000 1.280





















を示す．つまり，1985 年時点で業務用地であり，1995 年時点に低未利用地へ転換した区画が，その後，2005 年に
再度，業務用地へ転換していることがわかる．一方で，1985年時点で駐車場用地であった区画は，1995年から2005
年の業務用地が生じる確率が低い，つまり，1985 年時点で駐車場用地であった土地は，その後 20 年間，駐車場用
地のままである確率が高いことがわかる． 

















































 次に，1995年から2005年を対象に，低未利用地から住宅用地への転換要因を分析した結果を表 6.4に示す． 





表 6.3 低未利用地から住宅用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
低未利用地から住宅用地への転換
　1985年から2005年
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 5.592×10 -4 0.028 1.001
　　業務用地近接性 -3.346×10 -3 0.000 0.997
用途地域特性
　　住居地域 1.900×10 -1 0.025 1.209
　　中高層住居専用地域 3.848×10 -1 0.026 1.469
　　低層住居専用地域 8.593×10 -1 0.007 2.361
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 1.407×10 -2 0.000 1.014
　　駐車場用地隣地面積割合 -1.575×10 -2 0.000 0.984
　　その他低未利用地隣地面積割合 2.539×10 -2 0.000 1.026






























表 6.4 低未利用地から住宅用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
低未利用地から住宅用地への転換
　1995年から2005年
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　業務用地近接性 -2.209×10 -3 0.000 0.998
　　駐車場用地近接性 2.082×10 -3 0.010 1.002
用途地域特性
　　近隣商業地域 -1.529×10 -1 0.093 0.858
　　準工業地域 -1.024 0.002 0.359
　　住居地域 1.892×10 -1 0.018 1.208
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 1.462×10 -2 0.000 1.015
　　駐車場用地隣地面積割合 -8.678×10 -3 0.000 0.991
　　その他低未利用地隣地面積割合 2.310×10 -2 0.000 1.023
1985年の土地利用
　　住宅用地（1985） 4.085×10 -1 0.000 1.505
　　駐車場用地（1985） -3.379×10 -1 0.000 0.713


























6.4.1  業務用地への転換要因の比較 









































 つづいて，1995年から2005年を対象とした，低未利用地から業務用地への転換要因分析の結果を表 6.6に示す． 






表 6.5 駅勢圏カバー率に着目した低未利用地から業務用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 -1.276×10 -3 0.000 0.999 -7.436×10 -4 0.055 0.999
　　鉄軌道駅までの距離 -1.463×10 -3 0.000 0.999 -
　　業務用地近接性 2.039×10 -3 0.000 1.002 2.918×10 -3 0.000 1.003
　　駐車場用地近接性 - -7.128×10 -3 0.000 0.993
用途地域特性
　　近隣商業地域 -1.766×10 -1 0.077 0.838 -3.175×10 -1 0.088 0.728
　　住居地域 - -5.465×10 -1 0.002 0.579
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -5.116×10 -3 0.002 0.995 -
　　業務用地隣地面積割合 9.611×10 -3 0.000 1.010 1.433×10 -2 0.000 1.014
　　駐車場用地隣地面積割合 -8.458×10 -3 0.000 0.992 -7.383×10 -3 0.000 0.993
　　その他低未利用地隣地面積割合 3.270×10 -2 0.000 1.033 2.827×10 -2 0.000 1.029
定数項 5.821×10 -1 1.790 -2.734×10 -1 0.761
サンプル数 6,196 2,814
転換したサンプル数 3,943 1,615
Cox-Snell R2 0.142 0.148
Nagelkerke R2 0.194 0.199
Hosmer&Lemeshow test ** -














化が推察される．駅勢圏カバー率が低い都市においては，1985 年から 1995 年の期間に，都市中心部の公示地価最
高点周辺の地域で低未利用地から業務用地への転換が進んだものの，1995 年から 2005 年の期間においては，公示
地価最高点付近の低未利用地から業務用地への転換があまり生じず，一方で，鉄軌道駅周辺の低未利用地が，この
期間に業務用地へ転換されたため，1985 年から 2005 年の期間では，鉄軌道駅からの距離は有意な結果とはならな
かったものの，1995 年から 2005 年においては，鉄軌道駅からの距離が有意な結果となったといえる．特に，1995
年から2005年の期間は，バブル崩壊後の経済減退期であることをふまえると，都市中心部の駅勢圏カバー率を上昇
させることは，経済減退期においても，鉄軌道駅周辺の低未利用地から業務用地への転換確率の上昇が期待できる． 




表 6.6 駅勢圏カバー率に着目した低未利用地から業務用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　鉄軌道駅までの距離 -9.450×10 -4 0.000 0.999 -3.188×10 -4 0.024 1.000
　　業務用地近接性 3.537×10 -3 0.000 1.004 3.568×10 -3 0.000 1.004
　　駐車場用地近接性 4.353×10 -3 0.000 1.004 -
用途地域特性
　　近隣商業地域 -4.511×10 -1 0.001 0.637 -6.172×10 -1 0.005 0.539
　　住居地域 - -7.868×10 -1 0.000 0.455
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 -3.462×10 -3 0.061 0.997 -1.016×10 -2 0.000 0.990
　　業務用地隣地面積割合 1.609×10 -2 0.000 1.016 8.547×10 -3 0.000 1.009
　　駐車場用地隣地面積割合 -5.392×10 -3 0.002 0.995 -1.095×10 -2 0.000 0.989
　　その他低未利用地隣地面積割合 2.904×10 -2 0.000 1.029 2.474×10 -2 0.000 1.025
1985年の土地利用
　　業務用地（1985） 3.097×10 -1 0.000 1.363 1.729×10 -1 0.072 1.189
　　駐車場用地（1985） -3.614×10 -1 0.000 0.697 -4.065×10 -1 0.000 0.666
定数項 -1.844 0.158 -9.948×10 -1 0.370
サンプル数 5,747 2,903
転換したサンプル数 2,526 1,226
Cox-Snell R2 0.183 0.169
Nagelkerke R2 0.246 0.227
Hosmer&Lemeshow test - **


























表 6.7 駅勢圏カバー率に着目した低未利用地から住宅用地への転換要因分析の結果（1985年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　公示地価最高点までの距離 - 8.213×10 -4 0.068 1.001
　　鉄軌道駅までの距離 6.913×10 -4 0.002 1.001 -
　　業務用地近接性 -2.999×10 -3 0.000 0.997 -4.723×10 -3 0.000 0.995
用途地域特性
　　住居地域 4.204×10 -1 0.000 1.523 -2.541×10 -1 0.078 0.776
　　中高層住居専用地域 - 6.279×10 -1 0.014 1.874
　　低層住居専用地域 - 7.142×10 -1 0.032 2.043
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 1.687×10 -2 0.000 1.017 1.236×10 -2 0.000 1.012
　　業務用地隣地面積割合 3.765×10 -3 0.037 1.004 -
　　駐車場用地隣地面積割合 -1.257×10 -2 0.000 0.988 -1.739×10 -2 0.000 0.983
　　その他低未利用地隣地面積割合 3.095×10 -2 0.000 1.031 1.865×10 -2 0.000 1.019
定数項 2.454×10 -1 1.278 1.007 2.736
サンプル数 5,286 2,525
転換したサンプル数 3,033 1,326
Cox-Snell R2 0.198 0.210
Nagelkerke R2 0.266 0.281
Hosmer&Lemeshow test - -























 つづいて，1995年から2005年を対象に低未利用地から住宅用地への転換要因を分析した結果を，表 6.8に示す． 
 モデルの適合度をみると，どちらの都市分類においても，NagelkerkeのR2乗は高い値を示しており，モデル予測
に関するOmnibus検定は有意な結果が得られた．また，正分類パーセントも高い値を示している．以下では，この











の係数を示したと考えられる．一方，駅勢圏カバー率が低い都市においては，1985 年から 2005 年における駅勢圏
カバー率が低い都市の転換要因分析の結果，鉄軌道駅までの距離は有意な結果とならなかったことをふまえると，


























表 6.8 駅勢圏カバー率に着目した低未利用地から住宅用地への転換要因分析の結果（1995年から2005年） 
駅勢圏カバー率：高 駅勢圏カバー率：低
説明変数 非標準化係数 P値 オッズ比 非標準化係数 P値 オッズ比
空間特性
　　鉄軌道駅までの距離 8.714×10 -4 0.000 1.001 -3.453×10 -4 0.018 1.000
　　業務用地近接性 -1.076×10 -3 0.023 0.999 -3.424×10 -3 0.000 0.997
　　駐車場用地近接性 2.179×10 -3 0.069 1.002 3.101×10 -3 0.010 1.003
用途地域特性
　　近隣商業地域 - -3.981×10 -1 0.029 0.672
　　準工業地域 -7.068×10 -1 0.072 0.493 -1.795 0.004 0.166
　　住居地域 3.057×10 -1 0.004 1.358 -
　　中高層住居専用地域 -4.201×10 -1 0.088 0.657 -
立地特性
　　住宅用地隣地面積割合 1.491×10 -2 0.000 1.015 1.562×10 -2 0.000 1.016
　　駐車場用地隣地面積割合 -7.857×10 -3 0.000 0.992 -9.403×10 -3 0.000 0.991
　　その他低未利用地隣地面積割合 2.150×10 -2 0.000 1.022 2.489×10 -2 0.000 1.025
1985年の土地利用
　　住宅用地（1985） 4.987×10 -1 0.000 1.647 2.421×10 -1 0.018 1.274
　　駐車場用地（1985） -2.139×10 -1 0.005 0.807 -6.178×10 -1 0.000 0.539
定数項 -1.218 0.296 8.280×10 -2 1.086
サンプル数 5,016 2,760
転換したサンプル数 1,227 1,083
Cox-Snell R2 0.112 0.185
Nagelkerke R2 0.154 0.251
Hosmer&Lemeshow test ** -






































3) たとえば，Cervero, R. and Kang, C.D. : Bus rapid transit impacts on land uses and land values in Seoul, Korea, Transport 
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高い地域，つまり，駅勢圏カバー率が高い地域においては，1995 年から 2005 年に限って，駐車場用地の利便性が




















7.2  土地評価に関するデータの構築と変化の把握 
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7.3  低未利用地の立地と路線価との関連 








まない路線とする．低未利用地の立地状況を考慮した路線別に，1985 年と 2005 年の路線価の平均値を求めた結果
を図 7.2に示す． 
 1985 年，および 2005 年のどちらの時点においても，駐車場用地とその他低未利用地の両方を含む路線の路線価
が最も低い値を示している．つづいて，駐車場用地を含む路線，その他低未利用地を含む路線の順に路線価の平均
値は大きくなり，低未利用地を含まない路線の平均値が最も大きい値を示す．特に，1985 年と 2005 年のどちらの
時点においても，駐車場用地と，その他低未利用地を含む路線の路線価は，低未利用地を含まない路線の路線価の
約0.6倍の値を示している． 


































 低未利用地の立地状況に着目すると，1985 年と 2005 年のどちらの時点においても，駅勢圏カバー率の高低によ
 
表 7.1 低未利用地の立地状況別路線価の多重比較結果（1985年） 
駐車場用地を含む 202 0.0000 *** 0.0787 * 0.0000 ***
























表 7.2 低未利用地の立地状況別路線価の多重比較結果（2005年） 
駐車場用地を含む 143 0.3909 0.0376 ** 0.0000 ***



























別に検定した結果を1985年については表 7.4に，2005年については表 7.5にそれぞれ示す． 










































図 7.3 駅勢圏カバー率に着目した都市分類ごとの低未利用地の立地別路線価 
 
























表 7.4 駅勢圏カバー率を考慮した低未利用地の立地状況別路線価の多重比較結果（1985年） 
駐車場用地を含む 221 0.0000 *** 0.0151 ** 0.0000 ***





駐車場用地を含む 170 0.0000 *** 0.9056 0.0000 ***







































表 7.5 駅勢圏カバー率を考慮した低未利用地の立地状況別路線価の多重比較結果（2005年） 
駐車場用地を含む 153 0.2614 0.0491 ** 0.0000 ***





駐車場用地を含む 126 0.9630 0.8852 0.0000 ***

















































表 7.6 駅勢圏カバー率を考慮した鉄軌道駅までの距離の多重比較結果（2005年） 
駐車場用地を含む 259 0.5726 0.0410 ** 0.0000 ***





駐車場用地を含む 530 0.9496 0.1473 0.0000 ***
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7.4  土地評価における低未利用地の土地利用転換の影響 



































有意性判定；*** : p < 0.01, ** : p < 0.5, * : p < 0.1, - : p > 0.1  
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 Model 1；駅勢圏カバー率が高い都市と低い都市との間の制約がないモデル 






















7.4.2  低未利用地の土地利用転換の影響分析 
 表 7.9 に，都市分類ごとの適合度指標と，各モデルの適合度指標を示す．まず，都市分類ごとの結果をみると，
 



















て，どのモデルも 0.10 より小さい値を示しており，Model 1 の値が最も小さい値を示していることから，Model 1




表 7.9 各モデルの適合度 
GFI AGFI RMSEA
駅勢圏カバー率：高 0.981 0.966 0.054
駅勢圏カバー率：低 0.981 0.966 0.052
Model 1 0.981 0.966 0.038
Model 2 0.968 0.954 0.044
Model 3 0.925 0.893 0.069


















有意性判定；*** : p < 0.01, ** : p < 0.5, * : p < 0.1, - : p > 0.1
N
N (駅勢圏カバー率：高)







































































































































7.5  結語 
 本章では，低未利用地の土地利用転換が土地の評価額に与える影響に着目し，低未利用地の立地および，その土
地利用転換が路線価に与える影響を分析した． 
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8. 結論 






























































宅地図に基づく区画単位のデータベースの構築方法を示し，3 時点，37 都市すべてで 268,201 区画の区画データベ









































































































8.3  今後の課題 
 本研究では，低未利用地の土地利用転換について，3 時点の分布状況をもとにその要因を分析したため，中心市
街地に分布する低未利用地について，その土地利用転換が生じるまでの期間は考慮していない．今後は，転換が生
じるまでの期間を要因の分析時に考慮することで，都市中心部における低未利用地の土地利用転換が生じるまでの
速度の違いを示すことは今後の研究に残された課題といえる． 
 都市中心部における低未利用地の分布量と，他の土地利用の分布量との比較においては，本研究が対象とした平
面的土地利用だけではなく，近年の中心市街地における，建築物の高層化をふまえると，立体的土地利用を考慮し
た場合の比較について知見を得ることが重要である． 
 低未利用地の減少においては，再開発事業や区画整理事業など，特定地域における事業効果も期待できる．全国
規模でこれらの事例を収集し，低未利用地の削減に対する効果を検証し，それらの事業が，低未利用地の減少にお
いて効果的なものであるか否かについて知見を得ることも今後の課題の一つといえる． 
 
 


